
４ 力強い産業が営まれる社会



（１）産業連携などにより特長ある産業が集積する社会

新事業・新産業の創出

▲

産業連携による新産業の創出及び競争力の強化

本県の基幹産業である農業をはじめ、福祉や医療、あるいは工業などの産業分野間の連携

を図ることなどにより、新産業の創出及び競争力の強化を図ります。

（１億４，３９１万円）

▲

地域科学技術の振興

産学公連携などによる多様な研究開発を推進することにより、新産業の源泉となる発明な

どの知的財産の創造を図るとともに、その権利化や有効活用を促進します。

（５，９０８万円）

▲

産学公民連携による新技術の創出と技術移転の促進

「地域結集型共同研究事業」をはじめとする産学公民連携による研究開発を推進し、本県

独自の新技術を創出するとともに、㈱みやざきＴＬＯや宮崎県知的所有権センターと連携し

ながら、新技術の県内企業への技術移転を促進し、バイオなどの分野で競争力の高い産業ク

ラスターの形成を図ります。

また、中小企業が技術・経営などの課題に対応できるよう、（財）宮崎県産業支援財団に

おいて、各分野の専門家をアドバイザーとして登録し必要に応じて派遣するなど、産業人材

情報の積極的な活用を促進します。

さらに、産学公連携の共同研究により、地域農林水産業に密着した重点的、戦略的及び緊

急性の高い技術の開発を加速化します。 （３億１，７２８万円）

みやざき産業クラスター形成の概要図

（図２３）



▲

ベンチャー企業の創出

（財）宮崎県産業支援財団の機能の強化を図り、同財団を中心として、ベンチャー企業が

誕生・成長しやすい環境の整備（資金調達支援等）、新技術・新商品の開発支援等を行い、

計画段階から事業化段階に至るまで、各種施策によりベンチャー企業の育成支援を図ります。

（３億７，５４１万円）

産業人材の確保・育成

▲

産業コーディネーター確保・育成

（財）宮崎県産業支援財団に専門家や企業ＯＢ等の産業コーディネーターを配置すること

により、大学・企業との連携や県外ネットワークを活用した企業の新事業展開や創業、産学

連携・企業連携等の促進を図ります。 （５，６６８万円）

▲

地域産業の発展を担うリーダーの育成

商工青年５団体で組織する商工青年ネ

ットワーク宮崎及び宮崎県ＳＳグループ 写 真

連絡会議が行う交流・研修事業や会員拡 №２６

大の取組みを支援することにより、地域

産業の発展を担うリーダーの育成を推進

します。 （７７９万円）

ＳＳビジネス交流セミナー

▲
国際化・情報化に対応した人材の確保・育成

海外取引に関する専門知識や国際感覚を持った人材を育成するため、貿易関係団体の組織

強化を支援するとともに、連携して貿易実務講習会などのセミナーや海外貿易商談会等を開

催し、研修や実践の機会の提供や啓発活動に取り組みます。

また、本県産業の情報化の推進、ＩＴ企業の誘致・集積の促進を図るため、「高度ＩＴ人

材養成確保事業」や「情報関連人材育成事業」の実施により、県内のＩＴ関連企業等に必要

な人材の確保・育成を図ります。 （６，７９５万円）



（２）たゆみなく挑戦する農業が展開される社会

明日の宮崎農業を支える意欲あふれる担い手づくり

▲

元気な地域農業の確立

集落等を単位として、地域農業資源を最大限に活用する仕組みづくりのための地域におけ

る検討や地域営農ビジョン（元気な地域農業創出プラン）の策定を推進します。

具体的な取組みとして、優良農地の確保を図りながら、地域や集落全体で農地の所有と利

用の総合管理による利用権調整を行い、担い手への農地集積を推進するとともに、担い手が

不足する地域では、集落ぐるみで農業生産や農地の利用調整を補完する集落営農組織の育成

を図り、元気な地域農業を創出します。

さらに、地域の農業団体・機関等が役割を分担しながら、次代を担う担い手に対し、農業

資源の情報提供や効率的な継承を行える地域農業マネージメント機能の強化を図ります。

また、農協や農業共済組合の検査、指導等を通して、業務の健全性及び適切性の確保を図

るとともに、農業災害補償制度の円滑な運営を指導することにより農業経営の安定を図りま

す。 （２６億８，６１５万円）

▲

本県農業を支える企業的経営体や組織の育成

「元気みやざき農業・農村創造計画～第六次宮崎県農業・農村振興長期計画～」の推進と

新たな施策展開を図るため、計画の進行管理・検証を行うとともに、「元気な農家」による

講演会、生産現場の意見を聴取する「現場で語るアグリミーティング」を実施します。

また、今後、本県農業の中核となる認定農業者や農業法人等の確保・育成においては、雇

用型の企業経営を目指す経営体や集落ぐるみで営農を担う集落営農組織の法人化を図るとと

もに、広域に担い手の機能を補完する農協・市町村等が出資する法人の設立を推進します。

さらに、「青果物価格安定対策事業」、「果実生産出荷安定基金造成事業」等の価格安定

制度や「農業近代化資金」等の融資制度などを活用して農業経営の安定・向上を支援します。

（２５億３，２３４万円）



農業の制度資金融資実績

（図２３）

年度別の認定農業者数

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16

実 数 298 1,814 3,424 4,523 5,288 5,950 5,859 6,141 6,721 7,073 7,306

うち法人 (21) (81) (107) (124) (154) (176) (182) (206) (240) (282) (301)

※数字は各年度末。（ ）内は、うち農業法人数。

▲

次代を担う多様な担い手づくり

関係機関と一体となった就農相談から経営定着までの一貫した支援体制の強化を図り、新

規就農者の確保及び青年農業者の育成を推進します。

また、家族経営協定締結の推進や女性起業グループの育成など、女性農業者が農業生産活

動や地域社会活動において生き生きと活躍し、高齢者が積極的に生産活動や社会活動に参画

できる環境づくりを推進します。

さらに、農業ヘルパー組織や農作業受託組織の育成を図るとともに、集出荷施設等の共同

利用施設を整備するなど営農サポートシステムの確立に取り組みます。

また、農業参入のための相談窓口の設置や農業法人の設立促進など、建設産業等異業種か

らの円滑な農業参入を支援します。 （１３億８，６１５万円）



安全・安心・健康でおいしい食を供給する個性あふれる産地づくり

▲

知恵と工夫で創る「みやざきブランド」の新展開

「いのちの恵みに感謝する県、みやざき」をコンセプトとし、①特長ある商品づくり、

②信頼される産地づくり、③安定的な取引づくりを進めることにより、みやざきブランドの

構築を図ります。

具体的には、みやざきエコ野菜や宮崎牛な

どの商品ブランド認証制度を中心に、宮崎な

らではの商品づくりを推進します。特に、機

能性成分など健康志向に対応した商品開発を 写 真

進めます。 №２７

また、「情熱みやざき産地とりくみ宣言」

をベ－スにした生産者への意識啓発や消費者

への情報発信、残留農薬検査体制等の農産物

検査体制の強化、トレ－サビリティシステム 完熟マンゴーのＰＲ（東京都大田市場）

を活用した品質管理体制の確立を進め、信頼

される産地づくりを推進します。

さらに、商品ブランドを中心とした「顔のみえる販売」や遠隔産地としての流通体制の整

備、効果的な情報発信を進め、新たな販路の開拓と安定的な取引づくりを推進します。

（６億２２３万円）

▲
輸入に打ち勝つ力強い生産構造の構築

消費者ニーズや地域の特性に応じた特長ある商品ブランド品目の確立や、効率的な新しい

生産・流通体制の整備により、産地形成された力強い生産構造の構築を図るとともに、外国

からの農畜水産物攻勢に対する「守り」の姿勢から「攻め」の政策への転換を図り、競争力

のあるみやざき農畜水産業の新たな展開を推進し、香港や台湾などをターゲットとした試験

販売や、市場ニーズの調査等を行い、本県の魅力ある農畜水産物の輸出促進に取り組みます。

また、家畜及び植物の防疫体制の強化を図ります。

さらに、「青果物等県域輸送合理化促進事業」により、県域での一元分荷・一元配車に向

けた総合調整を行うとともに、冷蔵コンテナを利用した海上輸送体系試験を実施します。

（３７億２，１３６万円）



○米

米政策改革大綱の趣旨を踏まえ、「商品価値の高い売れる米づくり」を基本に、食味・品

質の一層の向上や地域の特性を生かした産地の育成など、需要動向に即した多様な米づくり

を展開するとともに、安定的に完売できる出荷販売体制の構築に取り組み、宮崎米の商品ブ

ランドの確立に努めます。

また、種子生産から収穫出荷・販売に至る産地段階でのトレーサビリティ体制の整備に努

め、産地の信頼性の一層の向上に努めます。

さらに、米政策改革大綱の周知の徹底、地域水田農業ビジョンに基づく産地づくりや担い

手の育成等に努め、水田農業の構造改革を進めます。

○野菜

中山間地域や高台畑地域、沿海平坦地域等、地域の特性を生かした生産振興により、きゅ

うりやピーマン、トマト等果菜類の周年供給体制を確立するとともに、さといも、食用かん

しょ、ごぼう等の土物野菜や、にら、レタス等の葉菜類など、温暖な気候や標高差、畑地か

んがいなどの条件を活用した産地を県内全域に育成し、高品質で多様な品目を周年供給でき

る野菜総合産地づくりを推進します。

また、低コスト化、高付加価値化等による構造改革の一層の促進と消費者ニーズに対応し

たブランド産地の育成を進め、本県野菜産地の競争力強化と生産者の経営安定を図ります。

○花き

冬期温暖多照の気象条件や標高差等、地域の特性を活用しながら、産地化ビジョンに基づ

き、課題解決や条件の整備、組織体制の強化を一体的に進め、他産地との差別化による花き

ブランド産地の育成を図るとともに、電子商取引や契約取引等に対応できる情報の受発信体

制と高鮮度で効率的な流通販売体制の整備に努めます。

また、意欲ある担い手の育成や地域・生活に密着した新たな花きの需要拡大を図ります。

○果樹

本県の特徴を生かして、マンゴー、完熟きんかん、日向夏等の特産果樹の生産拡大に努め、

全国に誇れる「トップブランド」産地づくりを推進します。

中でも、マンゴーについては「マンゴー王国産地確立事業」を実施し、マンゴーの栽培技

術を確立させ、他県産地の追随を許さない産地確立を目指します。

また、施設化の推進により、消費者ニーズに即した高品質果実の安定生産と園地の基盤整

備や栽培管理機械の導入による省力化を推進し、生産の効率化を図るとともに、果実の消費

拡大対策を実施し、本県果樹の商品ブランドの確立を図り、農家経営の安定に努めます。



○特用作物等

茶については、「みやざき茶プロジェクト２０００事業」を実施し、高品質化・省力化を

図るための条件整備や優良品種の面積拡大を推進するとともに、消費者・実需者ニーズを捉

えた魅力ある「みやざき茶」ブランドを確立し、宮崎県茶業全体の振興を図ります。

また、葉たばこについては、「葉たばこ日本一産地向上対策事業」を実施し、葉たばこ生

産の指導体制の強化や新規農家の育成のための支援を行うとともに、品質向上や病害虫防除

対策等を推進します。

○肉用牛

全国第３位の肉用牛生産県として、高品質で低コストの肉用牛生産体制を推進し、安全で

安心な牛肉を供給するため、地域の実情やアイデアを生かした多様な生産システムの構築を

図るとともに、生産履歴システムの構築等を推進します。また、宮崎ブランドを確立するた

めに必要な育種改良を一層進めるため、新たな育種手法による優良種雄牛の選抜や優良繁殖

雌牛の地域内保留などを推進します。

さらに、宮崎牛指定店の強化、マスコミ等を活用したＰＲ活動を実施します。

○酪農

国民の健康食品であるおいしい牛乳の低コスト生産と生乳生産量の拡大を進めるため、

「性判別受精卵を活用した優秀乳用後継牛作出事業」を実施し、県内産高能力牛の確保を図

ります。また、県内産牛乳を学校給食に提供し、子供たちの健全な発育を促進するとともに、

学校教育における食育を推進します。

○養豚

豚肉輸入の新たな枠組みが始まる中、全国第２位の豚生産県として、安全で安心な豚肉の

生産供給体制を確立するため、優良種豚の導入や生産効率化のための施設整備等を積極的に

実施し、生産基盤の強化を一層推進するとともに、価格安定対策や環境対策についても併せ

て実施します。

また、宮崎ブランドを推進するため、宮崎ハマユウポークの一層の振興とＰＲを図ります。

○養鶏

鶏卵及び鶏肉については、需要の動向に即した計画生産を推進するとともに、生産性向上

対策や価格安定対策を実施します。

また、年々好評を得ている「みやざき地頭鶏」の一層の生産拡大と消費の普及拡大を図る
じとっこ

ため、供給体制の整備や生産指導、指定店の強化、ＰＲ対策を実施します。



家畜飼養頭羽数等

項目
飼養戸数 飼養頭羽数 全国シェア 全国順位

畜産
乳 用 牛 499 戸 21,100 頭 1.2 % 15 位
肉 用 牛 11,600 戸 267,000 頭 9.6 % 3 位

豚 730 戸 863,600 頭 8.9 % 2 位
採 卵 鶏 105 戸 4,064,000 羽 2.3 % 21 位
ブロイラー 407 戸 17,944,000 羽 17.1 % 2 位

○飼料作物

飼料生産基盤の整備と輸入飼料に依存しない自給飼料型畜産経営体の育成を図るために、

「飼料基盤活用促進事業」を実施するとともに、耕畜連携等による自給飼料の生産拡大を目

的とした「自給飼料確保対策事業」により中山間地域等における飼料自給率のアップに努め

ます。

○家畜防疫対策

家畜伝染病の発生を防止するため、家畜伝染病予防法に規定された家畜（牛・豚・鶏）の

所有者が遵守すべき「飼養衛生管理基準」の普及、定着を図るとともに、高病原性鳥インフ

ルエンザやＢＳＥ（２４か月齢以上の死亡牛）、豚コレラなどのサーベイランス検査を実施

します。また、家畜伝染病の万一の発生に備え、防疫演習の実施や防疫資材の備蓄を行うな

ど、家畜防疫体制を強化します。

また、飼料の安全性の監視体制として「飼料安全性確立緊急対策事業」を実施し、安全・

安心な農畜産物の生産に努めます。

▲

効率的で生産性の高い農業を支える基盤の整備

大規模畑作の産地づくりや施設園芸の展開、新品目の導入などにより、生産性、収益性の

高い畑地農業を実現するため、「都城盆地地区」をはじめとした４地区の「国営かんがい排

水事業」と「県営畑地帯総合整備事業」等の関

連事業を推進するとともに、地域水田農業ビジ

ョンや地形条件などを踏まえ、生産性の向上や

営農コストの縮減、経営体への農地の集積を図 写 真

る「経営体育成基盤整備事業」等を推進します。 №２８

また、農畜産物の効率的な輸送体系の確立や

農作業の効率化、農村地域の生活改善を図るた

め、「広域営農団地農道整備事業」や「ふるさ 県営経営体育成基盤整備事業

と農道緊急整備事業」等を推進します。 （都城市 横市地区）



さらに、農地や農業用施設の災害発生を未然に防止するため、「農地保全整備事業」等を

推進し、災害や危機に強い生産体制を確立します。 （２２５億９，２０８万円）

▲

新たな技術開発・普及と情報化による営農支援

産学公連携による共同研究や現場密着型の試験研究の推進等により、スピード感を持った

技術開発や地域課題解決力の強化を図ります。

また、高齢化や担い手の減少等の生産環境の大きな変化に対応するため、軽作業化・安全

化のための生産技術の開発を進めるとともに、新しい地域営農システムの構築を推進します。

さらに、農業者の情報利活用能力の向上支援や農業情報案内システムの構築により、効率

的な農業の展開を推進するとともに、試験研究機関との連携強化、農協や市町村との役割分

担、地域の先進農家や民間の専門家の普及事業参画等により、時代の変化に対応できる普及

事業の機能強化を図ります。 （７億８，９３０万円）

消費者の信頼に支えられた食と農の絆づくり

▲

食卓と産地を安全・安心でつなぐ仕組みづくり

「宮崎県食の安全・安心基本方針」に基づき、食の生産から流通・消費に至る食の安全・

安心の推進体制を確立するため、的確な防除、天敵や特定防除資材による安全・安心な生産

技術の開発・普及に取り組むとともに、家畜防疫対策の徹底や残留農薬検査体制の強化等に

より、食の安全・安心を確保する生産・自主管理体制の整備を促進します。

また、海外悪性伝染病や食品危害などに対応した危機管理体制の確立に努めます。

さらに、トレーサビリティやＨＡＣＣＰ手法等の導入及び生産情報公表ＪＡＳの取組みを

推進することにより、生産情報の積極的な発信等を行い、食の安全・安心に関する情報の消

費者との共有化を図ります。

また、食品表示ウォッチャー制度の強化や食品表示１１０番の活用等による食の監視体制

の充実強化を図り、食品表示の適正化を推進します。 （６，８５２万円）

▲

県民総参加による食農ネットワークづくり

「みやざきの食と農を考える県民会議」を推進母体に、毎月１６日の「ひむか地産地消の

日」を中心に、県民主体の運動として「地産地消」及び「食育」を一体的に推進します。

また、地産地消推進協力員の活動支援等により県民の自主的な「地産地消」及び「食育」

活動を推進します。 （１，９０２万円）



環境とともに歩む循環型農業づくり

▲

環境と調和した生産活動の推進

本県の自然条件や農業生産方式に応じた、化学肥料及び農薬の低減化技術の開発・普及や

適正使用の推進を図ります。

また、環境保全型農業を実践するエコファ－マ－の育成とステップアップを図ります。

さらに、家畜排せつ物の適正な管理と利用の促進を図るため、「家畜排せつ物管理・利用

推進対策事業」等を実施し、家畜排せつ物処理施設の整備を推進するとともに、良質たい肥

の生産・流通及び新たな処理技術・活用方法の開発を促進することにより、資源循環型畜産

を推進します。

また、農業用廃プラスチックについては、環境に配慮した農業生産への取組みを進めるた

めデポジット制度に対する啓発活動を行うほか、集積所の整備等による回収体制の強化等、

適正処理の推進を図ります。 （７億１，４６３万円）

エコファーマーの認定件数の推移 （単位：件）

区 分 平１３ 平１４ 平１５ 平１６

単年度の認定件数 368 425 551 348

累 計 368 793 1,344 1,692

▲
環境を保全し、心やすらぐ田園空間の創造

持続的な農畜産業の営みに支えられた農村地域の豊かな自然と美しい景観を維持・保全し

ていくため、地域の実情や環境に配慮した生産活動や生活基盤の整備及び適切な維持管理を

進めます。

また、棚田や農業用用排水路などが有する景観や生物の生育環境など、農業・農村が持つ

多様な機能を維持・保全します。 （３４億４，８９７万円）



（３）健康で豊かな生活を支える水産業が展開される社会

豊かな資源の持続的利用と水産技術開発の推進

▲

資源づくりと持続的利用の推進

漁業者や漁協による自主的な資源管理に加え、ＴＡＣ（漁獲可能量）制度の適正な実施や

資源回復制度への移行を推進することにより、資源管理の実効性を高め、水産資源の回復を

図るとともに、漁業者自らによる密漁監視体制や各取締機関の連携による取締の強化等、漁

場利用秩序の確立を推進します。

また、沖合域や沿岸域の魚礁漁場・増殖場の造成、養殖場の維持・改善及び藻場の保全、

回復を推進します。

さらに、「つくり育て、管理する漁業」を推

進するため、マダイ、ヒラメ等の種苗生産及び

放流や新たな放流・養殖対象魚種の生産技術開

発、増殖場造成等の基盤整備等と連携した効果 写 真

的な栽培漁業を推進し、沿岸漁業の振興と漁業 №２９

経営の安定を図るとともに、地域の諸条件に適

合した有用魚種の栽培漁業技術の開発・普及を

推進します。 ヒラメの稚魚の放流

このほか、遊漁者等への漁場利用ルール・マ

ナーの普及啓発を行うとともに、漁場利用ルールの確立による漁業と親水性レクリエーショ

ンとの調和を図ります。 （７億９，４８５万円）
▲

環境にやさしい生産体制の確立

養殖場の適正な利用や安全な養殖生産のための調査や指導を行います。また、飼育管理技

術の向上や種苗の安定供給等により、消費者ニーズに対応した付加価値の高い養殖魚の生産

を推進します。

また、疾病防除技術の普及・指導等により、魚類防疫体制の充実を図ります。

（２７３万円）

▲

健全な生態系を有する内水面の創造

流域の漁協間の連携を図り、水系ごとの漁場管理機能を強化するとともに、内水面の秩序

維持を図るため、警察、財団法人宮崎県内水面振興センター、漁協等との連携により、遊漁

者へのルールの周知徹底、密漁や密放流の防止を図ります。



また、水産資源の増殖・適正利用や、ＫＨＶ病、冷水病への的確な対応により資源の維持

・増大に努めます。

さらに、外来魚の駆除を行うなど在来の生態系の保全を推進するとともに、県民を含めた

河川美化活動等により内水面の環境の保全に努めます。 （１億２，６７４万円）

▲

元気のいい水産業を支える水産技術開発の推進

水産資源を維持増大させ、持続的な利用の確保を図るため、資源利用技術、種苗生産・放

流技術、漁場造成技術の開発等を推進します。

また、産学公共同研究等の推進による最先端の情報、技術の活用とともに、試験研究機能

の高度化により、技術的課題の効率的解決を図ります。 （９，５９２万円）

競争力のある経営と消費者に信頼される水産物の供給の推進

▲

自立した水産業経営の確立

漁業経営の近代化や改善合理化などの取組みを資金面から支援するため、漁業近代化資金

などの制度資金に対して利子補給等を行うとともに、漁業共済制度や漁船保険制度への加入

を促進し、漁業経営体の体質強化を図ります。

また、漁協の組織・事業基盤及び経営基盤の強化を図るため、漁協の合併等による再編整

備や経営の合理化を推進し、資源管理型漁業の推進等情勢の変化に対応した、柔軟で広域的

な漁協事業の展開を促進します。 （１，７９２万円）

水産業の制度資金融資実績

（図２４）



▲

安全・安心な水産物の生産・流通体制の強化

産地市場の統合や物流・情報ネットワークの構築、漁業者・流通業者の連携、都市での販

売拠点づくりなど効率的な流通・販売体制の充実を図るとともに、電子ネット販売や直接販

売など多様な販売体制づくりを推進します。

さらに、品質表示の適正化やトレーサビリティへの対応など生産現場から消費地までの安

全・安心の強化と鮮度保持技術の開発・普及を推進します。

また、産地直販施設での水産物ブランド品の販売や効果的なＰＲなどを通した水産物の需

要拡大を図ります。 （２，６０８万円）

多様な水産業担い手の確保と多面的機能を有する魅力ある漁村の創造

▲

新規漁業就業者の確保

教育機関との連携による食育や漁業体験学習の実施、水産業・漁村の魅力の発信などによ

り、漁業への理解を深め、就業を促進します。

また、県立高等水産研修所において、Ｕ・Ｊ・Ｉターン者も含め、漁業技術と資格取得に

対する支援や研修カリキュラムの充実強化を図るなど、資質の向上を支援します。

さらに、就業者を育成・指導する漁業士等や漁協青壮年部・女性部等地域リーダーの養成

及び活動の促進を図るとともに、新規・若年就業者に対して、資金・技術指導等の支援を行

うほか、高齢漁業者からの技術、漁船などの継承の円滑化を推進します。

（８，７９６万円）

▲
多様な担い手の育成

漁業士等の地域漁業を担うリーダーの養成や中核的漁業者協業体の育成により、意欲ある

漁業経営の促進を図ります。

また、共同で行う漁労作業などの営漁形態を通した地域ぐるみの担い手の育成や研修等に

よるスキルアップを推進します。

さらに、経営管理能力の向上や、女性が参加しやすい水産加工の取組みなど新たな事業展

開の推進及び女性グループの組織化と活性化などにより漁村における女性の就労と活躍の場

の確保を図ります。 （８，７９６万円）

▲

快適な就業環境の確保

地域の新規就業者受入体制の整備や漁協の指導力の強化を図るとともに、漁船保険や漁業

共済への加入と適切な運用を促進し、安心な就業を推進します。

また、漁業生産活動や就労環境の向上を図るため、岸壁等の漁港施設整備や漁場、増殖場



等の基盤整備により、生産性の向上と安全で快適に働くことができる環境づくりを推進しま

す。

さらに、操業の安全を確保するため、漁協等が運営する漁業無線局の維持強化や情報提供

機能の強化を図るとともに、関係機関等との連携による海難事故防止の普及啓発を促進しま

す。 （７億９，０９０万円）

▲

安心を支える漁港・漁村機能の充実

出漁準備や陸揚げ作業を安全かつ容易に行うため、漁港内の静穏度確保を目的とした防波

堤などの整備を推進するとともに、大規模な地震に対応した耐震岸壁の整備に取り組みます。

また、消費者の求める安全・安心な食のニ－ズに応える衛生管理体制の確立や地域特性を

生かした水産物の販売等、漁港の地域水産物の集出荷拠点としての機能の充実を図ります。

（３０億１，６００万円）



（４）木材を生かして築く循環型社会

多面的機能を発揮する健全で多様な森林づくり

▲

健全で多様な森林の整備・保全

木材生産や水源のかん養、国土保全等森林の持つ多様な機能を高度に発揮するため、「森

林整備事業」及び「山村地域資源活用緊急対策事業」等により、植栽から下刈、間伐等を実

施するとともに、長伐期施業への誘導のための高齢級間伐や複層林化、針広混交林化等、健

全で多様な森林の整備・保全に努めます。 （５３億４，５０３万円）

▲

適正な森林管理の推進

第８次県営林経営計画に基づき、適正な森林管理及び木材の安定供給等を図るための伐採

の平準化を進めるとともに、全国の県有林で初めて「緑の循環認証」を受けた諸県県有林の

施業方法等の普及啓発に努めます。 （６億８，２１５万円）

新たな木の時代を築く林業・木材産業づくり

▲

環境に配慮した林業経営の推進 （１３７億５，０５１万円）

○森林計画の推進

木材生産や水源のかん養、国土保全等森林の持つ多面的機能を高度に発揮し、県民の森林

に対する多様な要請に応えていくため、森林計画制度に基づいた適正な森林整備を推進しま

す。

このため、県内の民有林を５流域（五ヶ瀬川・耳川・一ツ瀬川・大淀川・広渡川）に分け、

「水土保全林」、「森林と人との共生林」、「資源の循環利用林」の３つの区分に応じて、

森林整備の目標や伐採・造林、林道の開設等に関する１０ヶ年の地域森林計画を樹立すると

ともに、市町村が策定する市町村森林整備計画や森林所有者等が作成する森林施業計画によ

り、森林計画の適正な運用を図ります。

また、定められた調査点において森林の状態とその変化の動向を把握するための「森林資

源モニタリング調査」を実施するとともに、森林に関する図面情報と文字情報を一元的に管

理する「森林地理情報システム」の整備を行います。

さらに、適正な森林整備の推進を通じて森林の有する多面的機能の発揮を図る観点から、

森林所有者等による森林施業の実施に不可欠な森林の現況調査等に対して支援を行います。



○生産基盤の整備

森林の機能に応じた適正な森林管理と効率的

な林業経営を推進するために、「森林保全林道

整備事業」等の国庫補助事業や、「環境配慮型

路網機能強化事業」等の県単事業により、環境 写 真

に配慮した林道と作業道等を適切に組み合わせ №３０

た路網整備に取り組みます。

また、山村地域の振興と定住環境の改善を図

るため、「ふるさと林道緊急整備事業」に取り ふるさと林道柳迫線（西都市）

組むとともに、市町村への支援事業である「ふ

るさと林道緊急整備促進事業」を引き続き実施

します。

▲

効率的で安定的な原木供給体制の整備

重視すべき機能区分に応じた森林の整備や流域全体の森林資源の循環利用を図るため、事

業量等に関する情報の収集・提供活動及び合意形成など、流域森林・林業活性化センターが

行う取組みに対し支援を行います。

また、県産材を効率的、安定的に供給するため、「木材産業等高度化推進資金」等を活用

して、素材生産や立木引取等に必要な資金を低利で融資するとともに、「優良原木安定供給

体制整備事業」により、優良原木（葉枯らし材）の生産促進を図るなど、素材生産から原木

流通、加工施設等との連携強化や原木供給体制の整備を推進します。

（２９億９，６０６万円）

▲

グローバルな競争に打ち勝つ木材産業の構築

消費者ニーズに対応した木材製品の加工体制

と効率的な流通体制を整備し、市場競争力のあ

る木材産業の確立を図るため、「林業・木材産

業構造改革事業」により乾燥材や集成材などの 写 真

高品質材の加工体制の整備や、県産材を大規模 №３１

需要者へ低コストで大ロットに供給する新たな

流通・加工システムの構築を進めるとともに、

「宮崎スギ乾燥材生産技術向上対策事業」によ 県産材製材品の県外出荷

り、木材乾燥技術者の養成やＪＡＳ製品の生産

体制の整備等を進め、消費者が安心して使える

製品づくりを推進します。



また、「木材輸送ネットワークシステム構築事業」により集荷から海上輸送、消費地配送

に至る輸送のネットワーク化を進め、トータル流通コストの低減による県産材の競争力の強

化を図るとともに、大消費地等におけるマンション等非木造住宅への内装材としての板材の

需要動向調査を行い、今後の板材の生産・販売戦略の構築に努め、県外出荷体制の充実強化

を図ります。 （９億８，８１５万円）

グラフ「スギ素材生産量（平成１６年次）

（図２５）

製材品の出荷動向（平成１５年次）

（図２６）

▲

県産材の需要拡大の推進

県産材の需要拡大を図るため、「木の香あふれる郷土づくり事業」の実施を通じて、市町

村や公益法人等県産材利用に波及効果のあるモデル施設の木造化・木質化の支援や県産材使

用の学童机・椅子の導入を支援します。また、建築分野での需要に加え、「間伐材等新需要

開拓促進事業」により、木造畜舎の建設促進など農業分野での利用拡大や公共土木事業等で

の県産材の活用を推進し、新たな需要開拓に努めます。

次に「県産材消費拡大キャンペーン事業」により、ウッドフェスティバルなどのイベント

を開催し、県民が直接木材と触れあえる機会を提供するとともに、木材の循環利用の意義・

重要性について広く県民の理解を得るために、普及啓発パンフレットの作成やマスメディア

・教育等を通じた効果的な普及啓発・ＰＲを行います。



また、県産材の住宅資材としての利用促進を図るため、「性能保証住宅資材供給促進事

業」や「産直住宅建設促進支援事業」の実施により、住宅資材の供給体制の整備や産直住宅

の普及を推進します。

さらに、「高品質みやざきスギ活用住宅促進事業」により、乾燥材を使用した質の高い木

造住宅の建築を促進するとともに、「すこやか木の住まいづくり普及促進事業」の実施によ

り地域工務店等と木材業界との連携とイベント会場（空港ビル等）における軸組モデルハウ

スの展示会の開催等を通して、木造住宅の普及を促進します。

また、経済成長の著しい中国との県産材の安定取引の実現を図るため、「宮崎スギ海外市

場開拓促進事業」の実施により、普及ＰＲや情報収集を行います。

（１億９，１７９万円）

写 真 写 真

№３２ №３３

綾てるはドーム（綾町） 木をいかした家づくり空港展



▲

特用林産の振興

農林家経営の安定や就労機会の確保に大きな役割を果たしているしいたけ等の特用林産物

の振興を図るため、「特用林産物生産・流通振興対策事業」や「林業・木材産業構造改革事

業（特産）」等を実施し、生産から流通・販売に至る体制整備を総合的・計画的に推進し、

生産拡大並びにコスト軽減や高品質化、トレーサビリティ体制整備を進めます。

また、しいたけの消費拡大を図るため「『安心・安全みやざき豊かな森の幸』消費拡大推

進事業」を活用し、料理メニューの開発・提案や健康食品としての情報提供などを行うとと

もに、乾しいたけの品質表示の適正化に努めます。 （７，０４１万円）

写 真

№３４

特用林産主要作目別生産量

（図２７）

宮崎のしいたけ祭り

「キノコットフェア」

▲

未来を拓く新たな技術開発・普及

林業技術センターにおいて、地域林業に密着した研究やその実用化を図るとともに、森林

所有者に対し、林業に関する技術・知識の普及と森林施業に関する指導等を行い、林業技術

の改善、林業経営の合理化、森林整備等を促進し、林業の振興を図ります。

また、木材利用技術センターにおいて、県産スギ材の特性を生かした新しい建築部材や新

構法の研究を行い、木材産業等への技術移転、製品化を推進するとともに、企業等からの技

術相談や依頼試験を積極的に行い、県内木材産業の技術力の向上を図ります。

（１億６，２７８万円）

森林・林業・木材産業を担う人づくり

▲

森林・林業・木材産業を支える担い手の確保・育成

「林業担い手対策基金」を活用して、将来、林業就業を目指す高校生への育英資金貸与や高性

能林業機械の共同利用、さらに、林業事業体における福利厚生の充実や社会保険、退職金共済制

度の加入促進等を図り、若者が参入しやすい就業条件づくりを推進します。



また、地域林業の中核的担い手である森林組合の経営基盤の強化を図るため、「森林組合改

革プラン促進総合対策事業」や「森林組合経営改善資金」等を活用し、森林組合の健全な発展と

自立的経営の確立を図ります。

さらに、林業技能者を育成するため、「林業就業者育成確保対策事業」を活用して林業就業に

必要な資格・免許取得研修を実施するとともに、林業後継者の確保・育成を図るため、「林業後

継者育成確保対策事業」により林業研究グループが行う計画的な学習活動と実践的なグループの

活動を支援します。

また、「木製材業後継者育成強化事業」により木製材業の後継者が行う県産材需要拡大や

資質向上のための活動を支援します。 （２２億１，９６７万円）

写 真

№３５

林業架線実技研修



（５）工業・商業・サービス業などが生き生きと営まれる社会

挑戦する中小企業への支援

▲

経営革新の支援

厳しい経営環境の中、自ら経営革新に取り組む意欲のある中小企業者の新分野進出や新商

品・新サービスの開発などに対し、(財)宮崎県産業支援財団を中心とした支援機関との連携

により、企業のニーズに応じた支援を行うなど、中小企業のものづくりや創意ある取組みへ

の支援を強化します。

また、商工団体や金融機関などと連携し、意欲的な中小企業者を発掘することにより経営

革新への挑戦を促進します。

さらに、県内企業が首都圏で、市場動向に即応した新製品・新商品の開発及び販路・受注

機会の拡大などの活動拠点を整備し、県内産業の発展を目指します。

（１億２，０５１万円）

▲

経営基盤の強化

厳しい経営環境にある本県中小企業者の経営安定や産業の活性化及び雇用の安定を図るた

め、昨年度創設した無担保無保証人型貸付の新規融資枠を引き続き５０億円確保するほか、

中小企業者の新分野進出、国際化、新規開業や、事業の再生への取組みをさらに支援するな

ど、制度の充実を図るとともに新規融資枠５１７億円を確保することにより、中小企業金融

の一層の円滑化を促進します。

また、中小企業者に対する設備の貸与、小規模企業者への設備資金の貸付及び設備の貸与

を行うことにより、創業や新分野への進出等を促進するとともに、中小企業者が共同して集

団化等の事業を行う場合に長期低利の資金を融資することにより、経営環境への対応や経営

体質の改善を促進します。

さらに、厳しい経営環境にある本県中小企業の活性化を図るためには、金融の円滑化を更

に推進する必要があることから、信用保証協会の基本財産の増強により、信用保証制度のよ

り一層の充実強化に努めます。 （３６６億７，９８６万円）



○中小企業融資制度

資 金 名 資 金 名

産業活性化資金 経営安定資金

産業立地貸付 経営安定貸付

観光リゾート振興貸付 小規模企業サポート貸付

創業・ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業支援貸付 小規模企業活性化貸付

フロンティア企業等育成貸付 小規模企業特別貸付

ＩＴ支援貸付 緊急経営対策貸付

商業活性化貸付 事業再生貸付

雇用拡大支援貸付 組合事業貸付

環境改善資金 短期貸付

環境改善貸付 売掛債権活用貸付

人にやさしい企業育成貸付

○中小企業高度化資金貸付制度

高度化資金貸付金

○設備資金・設備貸与制度

みやざき産業創造設備貸与貸付金

小規模企業者等設備導入資金貸付金

小規模企業者等設備導入貸与資金貸付金

▲

経営支援機能の充実

経営支援機能の充実を図るため、「下請企業振興事業」の実施により(財)宮崎県産業支援

財団を通じての取引のあっせん、取引情報の提供、専門家による技術指導等を行います。

また、商工会議所・商工会、中小企業団体中央会などの商工団体や（財）宮崎県産業支援

財団を活用した中小企業への経営支援・相談体制や各種研修会の充実を通じて、経営の改善

や事業共同化など、経営環境の変化に対応するための中小企業者等の取組みを促進します。

（２１億５，５７０万円）

▲

新たな技術開発・技術移転による製造業の振興

工業技術センターや食品開発センターなどの公設試験研究機関と大学、企業などとの連携

を図りながら地域の特性や資源を生かした新たな技術の開発に取り組むとともに、研究成果

の企業等への技術移転を推進します。

また、企業などの技術相談への的確な対応や情報の提供などに努め、県内企業製品の技術

高度化や高付加価値化を支援します。 （４億２８２万円）



写 真

№３６

工業技術センターにおける試験研究

▲

県産品の振興

企業や団体等が取り組む新規市場開拓やニーズに合った商品開発への支援をはじめ、商談

会・物産展の開催、「新宿みやざき館ＫＯＮＮＥ」等の県内外のアンテナショップを活用し

た情報の受発信などにより、本県の豊かな自然や風土、文化が生み出す焼酎や伝統的工芸品

などの特産品の振興、宮崎ブランドの構築及びイメージアップを図ります。

また、食品加工・木材加工など恵まれた一次産品を活用した製造業の技術の高度化等を支

援し、地場産業の活性化を図ります。 （２億５，６２５万円）

写 真 写 真

№３７ №３８

ＫＯＮＮＥ知事トップセールス 日向自慢みやざき展

工業出荷額の推移
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戦略的企業誘致の推進

▲

国際間・地域間競争に打ち勝つ企業誘致

国内外の企業と比べても競争力のある高

付加価値型企業や成長性の高い情報関連企

業、研究開発機能を有する企業、地域資源 写 真

活用型の企業等の誘致を積極的に推進しま

す。 №３９

また、誘致企業の地元定着と更なる投資

を促進するため、市町村とともに企業のフ

ォローアップ等を実施するとともに、工業

団地などの企業立地基盤の整備充実を図り 田尻工業団地造成工事

ます。 （２３億１，４１７万円）

年度別誘致企業数

（図２８）

誘致企業の効果

（図２９）

工業団地の状況

（図３０）



平 成 １ ６ 年 度 の 誘 致 企 業

企 業 名 市町村 事 業 内 容

㈱ロム 宮崎市 行政向け電子入札システムに関するコールセンター業務
旭化成ファインケム㈱ 延岡市 機能化学品の製造、研究開発
コマツ電子金属㈱ 清武町 高純度半導体シリコンとその応用製品の製造
日本バイオフーヅ㈱ 田野町 食品、栄養補助食品の製造
ＷＥＥＤＳ(ｳｲｰﾂﾞ)㈲ 西都市 プリンター用放熱板、PDPターゲット等の製造
ＮＥＣフィールディング㈱ 延岡市 情報技術サポートサービス業務
㈲ぎょうざの丸岡 都城市 食品の製造
㈱シーアイジャパン 都城市 システム開発や求職ＷＥＢサイトの運営
㈱ﾌｧﾙｹﾝ･ｵﾌﾟﾃｯｸ宮崎 都城市 液晶ディスプレイ用バックライトの製造販売
白州ヘルス飲料㈱ えびの市 清涼飲料水の製造加工販売
さくら産業㈱ 日向市 食肉加工
ﾕｰ･ｴﾑ･ｼｰ･ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱ 高城町 電子機器の設計及び製造
ヤナセ緑化㈱ 五ヶ瀬町 健康飲料水、清涼飲料水の製造及び販売
大和工機㈱ 高城町 自動車用タイヤ成型機の設置施工等
㈲切磋工機 高城町 液晶及び半導体関連部品の組付
㈱ジェイピーシー 西都市 洗浄装置、クーラント濾過装置の設計及び製造
㈱ジェイエイアイ電子 串間市 ビデオカメラの設計･製造､電子部品基板､精密光学部品製造
霧島酒造㈱ 都城市 焼酎の製造及び販売
㈱宮崎モールディング 北郷町 各種Ｏﾘﾝｸﾞ･ﾊﾟｯｷﾝｸﾞの製造及び販売
㈱サンライズテレコム 宮崎市 コールセンター業務
神楽酒造㈱ 西都市 酒類の製造及び販売
ｲﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾂ･ﾈｯﾄﾜｰｸｽ㈱ 佐土原町 動画配信ｼｽﾃﾑ等の開発、ITｻﾎﾟｰﾄ業務
㈱オプサイブ 佐土原町 情報ｼｽﾃﾑ構築、ｿﾌﾄｳｪｱの企画開発
㈱ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 佐土原町 情報ｼｽﾃﾑ構築、ｿﾌﾄｳｪｱの企画開発
白ハト食品工業㈱ 三股町 農産加工品の製造及び販売
アルバック機工㈱ 西都市 真空ﾎﾟﾝﾌﾟ、真空機器の生産及び部品加工
日豊輸送㈱ 国富町 一般貨物運送業
㈱ライジンシャ 佐土原町 医療ｼｽﾃﾑ開発、工業機械の制御ｼｽﾃﾑ受託開発
㈱ギア・ソフト 宮崎市 ｿﾌﾄｳｪｱ開発、業務ｼｽﾃﾑ受託開発事業
㈱宮崎通信 佐土原町 ｿﾌﾄｳｪｱ開発、業務ｼｽﾃﾑ受託開発事業
㈱福永樹脂 三股町 金型の設計、製作及び各種ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ射出成型、組立
㈱清興物産 五ヶ瀬町 黒酵母菌を用いた化粧品原料の開発
㈱ﾌｪﾆｯｸｽｼｽﾃﾑ研究所 宮崎市 コンタクトセンター事業

地域商業・サービス業の活性化

近年、消費者ニーズの多様化、流通構造の改革などが進むとともに、大型店の郊外進出な

どにより中心市街地の魅力が相対的に低下している状況の中で、景気低迷の長期化も影響し

て、商店数は減少傾向にあります。

このため、商業者、商店街、中心市街地のそれぞれの意欲のある取組みを支援することに

より、商業の振興と快適で魅力ある商業空間の創出を図ります。



▲

意欲ある個別商店の支援

商業者の意欲的な取組みや新規創業を支援

するため、商業支援センターにおいて研修事 写 真

業や情報提供事業などを実施します。また、

経営改善に取り組む商業者の育成支援を行う №４０

ため「元気な商店再生支援事業」を実施し、

量販店等に負けない元気な商店づくりを促進

します。 （３５５億２，２５９万円）

商業支援センター

グラフ「商店数、従業員数、年間販売額の動向」

（図３１）

▲

便利で賑わいのある商店街づくり

日常生活に必要な商品のサービスや地域の住民が交流できるコミュニティの場など、親し

みやすい商店街を目指すため、「中心市街地商業集積整備事業」によるハード事業や「商店

街等活性化事業」によるソフト事業及びソフト事業と簡易なハード事業を一体的に支援する

「商店街等活性化戦略支援事業」、さらには、高齢者の買い物代行や宅配サービスなどの

「商店街コミュニティビジネスモデル構築支援事業」など地域の実情に応じた施策を推進し

ます。 （１億１，３６６万円）

▲

新たなサービス業の創出

地域の課題等に地域が主体となって取り組む「地域ビジネス」の創出を図るため、その創

業に関する総合的な支援を行います。 （２，５１８万円）



建設産業の活性化

▲

建設産業の経営革新の促進

研修会や経営セミナーの開催、専門家による助言・指導が受けられる相談体制の充実等を

図ることにより、経営基盤の強化や新たな事業分野への進出、個別企業の枠組みを超えた合

併・協業化など、意欲ある建設業者の経営革新に向けた取組みを支援します。

また、産業開発青年隊において、一般教育並びに建設技術及び技能に関する教育訓練を行

い、実践に即応できる有能な建設技術者の育成を図ります。 （２億４，４１３万円）

▲

公正な市場環境づくり

公共工事における入札・契約制度の改革、元請・下請関係のより一層の適正化、不良・不

適格業者の排除などに取り組み、県民から信頼され、意欲ある建設業者を育てる公正な市場

環境づくりを推進します。 （２億５，７６６万円）



（６）観光・リゾート・交流などが盛んな社会

地域の資源を生かした元気な観光地づくり

「旅人に光（魅力）を示す」という「観光」の原点に戻り、県民が主体となった、「環境

立県」にもつながる、本県固有の地域資源を生かした観光地づくりの取組みを推進し、さら

に、「点」から「線」へ、「線」から「面」へといった広域的な魅力づくりに取り組みます。

▲

地域資源の再発掘による体験交流型観光などの推進

宮崎ならではの花や緑、神話・歴史・文化、特色ある農林水産業など、県内各地の地域資

源を生かして、「参加」「体験」「交流」「感動」がセットになった新しい形の観光「ふる

さとツーリズム（グリーンツーリズムやブルーツーリズムなど）」を促進するための取組み

を進めます。 （８，３８２万円）

▲

テーマや物語性のあるルート、エリア整備

神話・伝説などの地域文化や焼酎、花やみ 写 真

どり、美しい自然景観などの宮崎の特色を活

用して、テーマ性や物語性を持った魅力溢れ №４１

る観光ルート、エリアづくりを進めます。

（１億１２万円）

みやざきフラワーフェスタ

▲
多様なニーズに対応した魅力づくりの推進

学習意欲を満たすテーマ性のある観光メニューづくりや、安全で健康増進にも配慮された

観光施設づくりなど、女性客や高年齢層などの多様な人々のニーズに応えられる観光地づく

りを進めます。 （７，３５３万円）

▲

彩り豊かな神話・伝説の観光地づくり 写 真

宮崎ならではの神話・伝説を生かし、地域

の自然や温泉、衣食住などの生活文化とも結 №４２

びつけた魅力のある観光地づくりを進めます。

（７，３５３万円）

高千穂神楽



▲

コンベンション・リゾートのさらなる推進

（財）みやざき観光コンベンション協会

が行うコンベンション開催支援事業等に対 写 真

して支援を行うとともに、競争力の高い本

県のコンベンション・リゾート環境を国内 №４３

外にＰＲし、コンベンション・リゾートみ

やざきの一層の推進を図ります。

（１億２，６３５万円）

第１８回国際自由労連世界大会

「スポーツランドみやざき」の全県的な展開

宮崎ならではの魅力の中でも、「スポーツランド」は、キャンプの誘致やイベントの開催

を通して、全国的に認知されてきています。

今後、その裾野をさらに広げ、多くの人々がスポーツを楽しみ、スポーツを通じた健康づ

くりにつなげる、「健康立県」としての「スポーツランドみやざき」づくりを進めます。

▲

全県的なスポーツキャンプ、合宿受入体制の整備

全県的にスポーツキャンプ・合宿に対する

意識を高めるとともに、ソフト、ハード両面 写 真

での受入環境整備を進め、これまで以上の多

くのアスリートたちがスポーツキャンプ・合 №４４

宿に訪れるようになることを目指します。

（２，０３１万円）

サッカー日本代表キャンプ

▲

大型スポーツイベントの誘致、開催

スポーツに適した環境のＰＲなどにより、プロ野球やゴルフをはじめとする国内有数のス

ポーツイベントやスポーツキャンプが本県で実施されるよう、誘致活動に積極的に取り組み

ます。 （１，７６７万円）



▲

マリンスポーツ推進の環境づくり

マリンスポーツ愛好者と地元が満足する快適なマリンスポーツ環境づくりを全県的に展開

し、国内外から多くのマリンスポーツ愛好者が本県を訪れるようになることを目指します。

（２億９，９８０万円）

▲

県民が楽しむ「スポーツランドみやざき」づくりの推進

地域におけるスポーツイベントの育成などにより、県民のスポーツへの参加機会を拡大す

ることにより、県民自らがスポーツを楽しむ｢スポーツランドみやざき｣づくりを進めます｡

（３，４００万円）

効果的な情報発信と快適な受入環境づくり

観光客が訪れてみたくなるような効果的な情報発信を行うとともに、訪れた観光客を県民

が心から迎える受入体制づくりに取り組むことで、多くの方にリピーターとして、繰り返し

訪れてもらえる観光地づくりを進めます。

▲

広域連携、マスコミ活用などによる効果的なＰＲ

「癒し」「自然」「健康」「スポーツ」「コンベンション」「食」など、本県の核となる

魅力のブランドを確立し、マスコミなどを通じた効果的なＰＲを展開するとともに、「九州

観光推進機構」などとの連携により、九州、南九州が一体となったＰＲにも取り組みます。

（１億７，１７７万円）

▲
観光客にやさしい地域交通システムの構築

観光客にわかりやすい観光案内板の整備を進めるとともに、個人周遊の観光客が、周遊バ

スや乗り合いタクシーなどの多様な交通手段を選択できるシステムづくりなどに取り組み、

本県を訪れた観光客が、安全、安心、確実に、無駄なく観光地を周遊することができる環境

整備を進めます。 （２８６万円）

▲

旅行者を温かく迎える県民のホスピタリティの醸成

「グループ・個人旅行」「目的型」「参加・体験型」へと変化した観光スタイルや、スロ

ーライフ・スローフード志向の高まりに見られる「心の豊かさ」や「癒し」を求める観光客

の志向の変化に的確に対応した、観光客を心から迎えるホスピタリティ溢れる受入体制の整

備を進めます｡ （５億４，８００万円）



（７）労働環境が整備された社会

勤労観・職業観の醸成

▲

家庭・地域における勤労観・職業観の醸成

技能士とのふれあいやものづくりなどを通して、働くことの大切さやすばらしさを体験す

るため、「夏休み技能公開講座」や「技能まつり」を開催します。 （１，３８６万円）

▲

学校における勤労観・職業観を育むキャリア教育の充実

次の世代を担う小・中学生を対象に、「子どもと技能士のふれあい教室」、「夏休み技能

公開講座」や「技能チャレンジ体験学習」を実施します。

また、高校生に技能職場を目指すきっかけを与えるための「ジュニア技能インターンシッ

プ推進事業」を実施します。 （２，３６０万円）

多様な雇用支援の推進

▲

職業紹介など就職支援機能の充実

宮崎県内での就職を希望する県外在住の方などを対象とした、東京・大阪・福岡３会場で

の「ふるさと就職説明会」の開催をはじめ、インターネットによるふるさと宮崎人材バンク

の運用や県内企業情報等の提供に加えて、Ｕターン希望者等を対象とした無料職業紹介事業

などＵ・Ｊ・Ｉターン対策を進めます。

また、県内の厳しい雇用情勢に対処するため、

県内就職説明会の開催や雇用相談員等による 写 真

求人開拓など本県独自の就職支援策（雇用セ №４５

ーフティネット）の充実強化を図ります。

（１億５，８０３万円）

ふるさと就職説明会

▲

女性の雇用環境の整備促進

仕事と育児を両立できる環境づくりを進めるため、「ファミリー・サポート・センター」

の設置促進及び支援、男女雇用機会均等法の定着や育児・介護休業制度等の普及促進などに

より、女性が働きやすい環境の整備を図ります。 （４３４万円）



▲

中高年齢者の雇用・就業支援

中高年齢者の雇用促進を図るため、求人開拓や事業所等への普及啓発を行うとともに、臨

時的・短期的な就業の場を提供するシルバー人材センターに対して支援を行います。

（５，２１６万円）

▲

若年者の就職支援・職場定着の推進

県内高校新卒者等若年者の就職を促進するため、求人の開拓等を実施するとともに、「就

職相談支援センター」を設置し、若年者の就職支援に努めます。 （６，６９９万円）

▲

障害者の雇用・就業支援

障害者の雇用促進と職業的自立を図るた 写 真

め、求人開拓や事業所等への普及啓発を行

うとともに、重度身体障害者への在宅ワー №４６

ク支援研修や就職前の職場適応訓練等を実

施します。 （５，６７３万円）

障害者雇用優良事業所の表彰

生き生きと働くことができる労働環境の整備

▲

労働福祉の充実

労働者の持家住宅建設資金、中小企業勤労者の生活・教育等資金の貸付け、中小企業退職

金共済制度等の普及促進などにより、勤労者の福祉の増進と生活の安定を図ります。

また、勤労青少年の健全な育成を図るほか、「仕事と家庭を考えるフォーラム」の開催や

「ファミリー・サポート・センター」の設置促進及び支援、男女雇用機会均等法の定着や育

児・介護休業制度等の普及促進などにより、女性の働きやすい環境の整備を図ります。

（９，５９８万円）

▲

就労環境の整備促進

経営者セミナーをはじめとする各種セミナー・講座を開催し、労働問題に係る関係法令、

労働情勢、社会経済問題等への理解や認識を深め、労使の相互理解を促進することにより、

健全な就労環境の整備促進を図ります。

また、中小企業集団への労務改善指導を行い、中小企業における労働福祉の増進及び人事

・労務管理の改善を図ります。 （９５７万円）



労働関係調査実施計画

（図３２）

労働関係講座実施計画

（図３３）

職業能力の開発の促進

▲

職業能力の開発の強化

労働者の職業能力の開発を図るため、認定職業訓練施設への支援に努めるとともに、地域

職業訓練センター（宮崎・延岡）の施設提供をはじめとする職業能力の開発に関する各種の

施策の積極的な展開を通じ、民間における職業能力開発の一層の推進に努めます。

また、県立産業技術専門校及び同校高鍋校において充実した訓練の実施に努めます。

（８億７，７６７万円）

写 真

県立産業技術専門校の入校者の状況

№４７

（図３４）

実習風景（県立産業技術専門校）



▲

技能者の確保・育成

労働者の職業能力について、その到達した段階ごとに適正な評価を行う体制を確立するた

め、技能検定制度の普及に努め、技能士会の組織の育成強化を図ります。

また、技能尊重の社会的気運を醸成し、技能労働者の社会的な地位の向上を図るため、

「技能まつり」を開催するとともに、次の世代を担う小・中学生に技能のすばらしさと尊さ

を認識してもらうため、「子どもと技能士のふれあい教室」、「技能チャレンジ体験学習」

を開催します。

さらに、高校生に技能職場を目指すきっかけを与えるための「ジュニア技能インターンシ

ップ推進事業」のほか、高度熟練技能の継承を図るための「高度熟練技能習得推進事業」

を実施します。 （９，５５３万円）

写 真 写 真

№４８ №４９

技能まつり 子どもと技能士のふれあい教室


